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特集　鉄道の地震対策と地震情報の活用

　鉄道構造物は線状かつ広域にわたり広がっています。そのため，地震後早期に鉄
道機能を回復させるためには事前に路線全体の地震リスクを把握し，対策を講じて
おくことが重要です。鉄道総研では，構造物データベースを用いて路線全体の地震
被害を推定する「インベントリー法」を新たに開発しました。本手法では，従来の
ような詳細な解析モデルを構築することなく被害推定に必要な情報を容易に入手す
ることが可能です。ここでは，インベントリー法とその活用方法について紹介します。
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図1　従来のシミュレーターによるモデル化の課題
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図面や観測記録

旧対策を講じておくことが重要となり

ます。

　こうした事前の被害推定には路線全

体の地震被害シミュレーションが有効

な手段であり，鉄道総研ではすでに「鉄

道地震災害シミュレーター1）」を開発

しています。ここでは，このシミュレー

ターを活用し，入手可能な情報の多寡

によらず路線全体の被害推定が可能な

「インベントリー法」を新たに開発しま

した。ここでは，開発した被害推定手

法とその活用方法について紹介します。

はじめに
　日本は活発な地震活動にさらされて

おり，国内に網の目のように発達した

鉄道交通網はつねに地震リスクを抱え

ています。最近では，2018年6月18

日の大阪北部地震（M6.1，最大震度6

弱），2018年9月6日の北海道胆振東

部地震（M6.7，最大震度7）において，

鉄道の運行が一時停止し，復旧までに

時間を要しました。こうした鉄道機能

の喪失が企業活動や利用者の生活に与

える影響は非常に大きく，地震後の鉄
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道機能の早期回復に

対する社会的ニーズ

は高まっています。

　一方，鉄道は広域

をカバーしており，

地震が発生したとき

の影響範囲もまた広

大です。したがって，

鉄道機能を早期に回

復させるためには，

事前に路線全体の被

害状況を推定してお

き，限られた人員の

配置や，点検の優先

順位などを定める復
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☞ 等価固有周期と降伏震度
　構造物の揺れ方を評価するためのパ
ラメーターで，被害推定を行う際に必
要となります。通常は設計計算をした
うえで構造物の数値解析モデルを構築
し，静的非線形解析を実施することで
算定します。

図2　インベントリー法の概要 図3　支配パラメーターの同定

鉄道地震災害シミュレーター
　鉄道総研では，路線全体にわたる多

数の構造物群に対して地震被害推定が

可能な「鉄道地震災害シミュレーター」

を開発しています。本シミュレーターに

よって，断層・深層地盤から表層地盤，

構造物の詳細な情報を基に，断層破壊

から構造物応答までを路線全体にわた

り評価することが可能となりました。

　ただし，シミュレーターで被害推定

を行うためには，地盤の層構成や物性

値，構造物の部材寸法や断面諸元など，

構造モデルを構築するための情報を設

計計算書や観測記録から取得する必要

があります。しかしながら，図1（a）

に示すように，路線の中にはこうした

情報が十分にそろわない場合も多くあ

ります。たとえば建設年代の古い構造

物では，設計計算書が存在せず台帳に

記載されている情報や一般図程度の簡

易な情報しか手に入らないこともあり

ます。情報が不足している場合には，

構造モデルが構築できず本シミュレー

ターによる被害推定を行うことはでき

ませんでした。また，図1（b）に示す

ように，仮に情報が十分そろっていた

としても，各構造物をモデル化するた

めのデータ整理・入力には相当なコス

ト，労力が必要でした。

　そこで，従来のシミュレーターより

も容易に構造物群をモデル化可能で，

かつ入手できる情報量の多寡によらず

路線全体の地震被害シミュレーション

が可能な「インベントリー法」を開発

しました。

インベントリー法による地震
被害推定

　インベントリー法の概要を図2に示

します。「インベントリー（Inventory）」

という言葉には“在庫”や“在庫調べ”

という意味があります。すなわち，イ

ンベントリー法とは，“在庫＝データ

ベース”を調べることで，構造物の被

害推定に必要な情報を抽出し，被害推

定をする方法です。インベントリー法

の詳細については以下に述べます。

　構造物の設計計算には数百もの情報

を整理する必要があり，非常に時間が

かかる上，情報がすべてそろわないこ

ともあります。そこで，まずは限られ

た情報のみを用いて効率的に構造モデ

ルを構築するために，構造物の地震応

答に支配的なパラメーター（以下，支

配パラメーターとよびます）を選定し

ました（図3）。選定した支配パラメー

ターは以下の通りです。

　◦構造形式（上部構造，基礎）

　◦寸法（柱高さ，柱断面積，スパン）

　◦柱引張鉄筋比

　◦上部工反力

　◦地盤種別

これらの情報はいずれも台帳や一般

図から容易に取得できるものです

（図3（a））。

　支配パラメーターによる応答解析結

果を図3（b）に示します。青線は設計

計算によって構築した構造モデル，赤

線は支配パラメーターのみを入力して

その他の諸元は一般的な値で代用した

構造モデルの結果です。両者の最大応

答はよく一致しており，支配パラメー

ターのみから構造物の被害を推定でき

ることがわかりました。

　続いて，支配パラメーターの値を

網羅的に組み合わせることで，300万

ケースにおよぶ構造モデル群を構築し

ました。パラメーターの値は一般的な

橋りょう・高架橋の諸元を包含する

ように決めています。そして，この

構造モデル群と支配パラメーターと

を紐
ひも

付
づ
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図4　データベースIDSHの構築

図5　インベントリー法による被害推定

図6　路線全体の地震被害シミュレーション

図7　地震ストレステストによる耐震診断

ついて図5に示します。まず，評価対

象とした構造物とIDSH上の構造物群

の支配パラメーターを比較し，各パラ

メーターの値が近い類似構造物群を抽

出します（図5（1））。図5（2）には，類

似構造物群の等価固有周期と降伏震度

を示しています。抽出された類似構造

物群がある範囲にまとまって分布して

いることがわかります。

　続いて，入手した支配パラメーター

を基に類似構造物群から一つの代表値

を推定します。そこで，実際の支配パ

ラメーターの値に対して，IDSH上に

ある構造物群と対象構造物の類似度に

応じた重み付けによって代表値を推定

する手法を開発しました。その結果，

図5（2）に示すように，代表値は単純

な平均値よりも設計計算による算定結

果に近い値が得られます。この等価固

有周期・降伏震度の代表値を用いた応

リー・データベースIDSH（Inventory 

Da t ab a s e f o r S e i sm i c Haz a rd 

analysis）」を構築しました。図4には

IDSHに格納された構造モデル群の等

価固有周期と降伏震度（☞参照）の分

布を示しており，支配パラメーターの

組み合わせごとにさまざまな特性を持

つ構造モデルがあることがわかります。

　データベースIDSHを活用したイン

ベントリー法による被害推定方法に

インベントリー・データベースIDSHを構築

降
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取得情報 対象構造物 類似構造物
（IDSHから抽出）

構造形式 ラーメン高架橋，杭基礎
柱断面幅（mm） □890 □800／□900
柱軸応力（N/mm2） 1.30 1.25／1.50
柱高さ（m） 6.6 6.5／7.5

引張鉄筋比（%） 0.73 0.50／0.75

（3）代表値によって被害推定が可能
取得情報 設計計算 開発手法
応答塑性率 5.4 5.3
損傷レベル 3 3

（1）IDSHから類似構造物群を抽出

（2）類似構造物群から代表値を推定
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図8　仮想訓練による耐震戦略の策定

答解析によって，開発手法によって設

計計算と同じ損傷レベルを評価できま

した（図5（3））。

　以上より，インベントリー法によっ

て，支配パラメーターのみから構造モ

デル・地震被害を評価可能となりまし

た。そのため，図6に示すように，こ

れまで詳細な情報が入手できなかった

区間や，情報があるにもかかわらずコ

スト面でモデル化が困難だった区間も

含めて，路線全体にわたって従来より

も低コスト・短時間で路線全体の被害

推定が可能となりました。このインベ

ントリー法はすでに複数の鉄道事業者

への路線評価に活用されています。

　続いて，インベントリー法の活用方

法について紹介します。

地震ストレステストによる耐
震診断・弱点箇所の抽出

　開発したインベントリー法によって，

想定した地震に対する被害推定が可能

となりました。一方，日本国内には地

震を引き起こす活断層が密に分布して

おり，路線内のさまざまな地域で地震

が発生する可能性があります。そこで，

路線全体の構造物がそれぞれどの程度

の大きさの地震まで耐えられるか，ま

たどこが弱点箇所となるかを事前に把

握しておくことが重要になります。

　こうした目的には「地震ストレステ

スト」が有効です。これは図7に示す

ように，路線全体の構造物群に対して

震度5弱，震度5強，震度6弱…と一

律で地震規模を大きくした応答解析を

実施し，それぞれの構造物に対して地

震規模と被害程度の関係を評価する手

法です。

　この地震ストレステストを行うこと

で，地震後の路線の揺れの大きさから

構造物の被害程度を速やかに把握する

ことが可能となります。

　また，路線全体のうち相対的に損傷

レーション技術を活用した「仮想訓練」

が有効です。仮想訓練によって，想定

する地震に対してどのような事前対

応・初動対応をすべきかといった耐震

戦略の策定を支援します。

　仮想訓練の概要を図8に示します。

仮想訓練では，さまざまな想定地震に

対するシミュレーションによって路線

全体の揺れの分布や構造物の被害状況

を推定します。その推定結果を基に，

復旧作業スペースの確保や資材の調達

経路，作業人員の配置計画などの対応

を整備することができます。さまざま

な災害シナリオに対する情報を取得し，

マニュアルを蓄積しておくことで，地震

後の迅速な復旧対応が可能となります。

おわりに
　構造物データベースを用いた路線全

体のシミュレーション技術とその活用

方法について紹介しました。

　膨大なデータベースやシミュレー

ション技術を駆使することで，広域鉄

道路線に潜む地震リスクを事前に求め

ることができます。そして，頻繁に発

生する中小地震から，将来に発生が懸

念されている巨大地震に対して，鉄道

のレジリエンスを向上させることにつ

ながります。今後もデータベースを拡

充していき，さらなる高精度化や適用

範囲の拡大を目指します。また，鉄道

用地震情報公開システムと連携した地

震後の即時被害推定の開発に向けて取

り組んでいきます。

が生じやすい弱点箇所を

抽出することもできます。

そうした弱点箇所を優先

的に耐震補強することで，

路線全体の耐震性能を向

上させることができます。

仮想訓練による耐
震戦略の策定

　鉄道機能が一時喪失す

るような規模の地震が発

生する頻度は，国内でも

数年に一度程度であり，

特定の路線ではさらに少

ない頻度となります。こ

うした中で，地震時にど

んな対応をすべきかあら

かじめ訓練を重ね，事前

対応や復旧対応の技術・

ノウハウを継承していく

ことが重要です。そのた

めには路線全体のシミュ
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